
基本施策6-01 観光

施策6-01-01 観光力の強化

施策の展開方向①観光資源・施設の整備・充実 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 0 0 0 0

決算額 0 0 0 0 0

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

今中 正徳

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 3,400 2,800 33,000 53,100 38,045

決算額 2,193 2,397 4,717 25,868 48,037

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

徳岡 健治
吉村 啓信

第６章 経済

事業名 事業目的及び事業概要

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

観光戦略課

ならまち町家バンク運
営事業
【5-07-01①再掲】

近年奈良町では人口の減少や高齢化の進行に
加え、古い住宅を取り壊してしまうなど歴史的
町並みが損なわれつつある。こうした状況に対
し、空き町家に関する情報をデータベース化
し、空き町家の所有者と活用希望者との橋渡し
を通した利活用に向けての支援を行うことで、
伝統的な町並みの保存と奈良町の活性化を図
る。そうした空き町家活用を推進するため「な
らまち町家バンク」を設置し、その運営に当た
り、町並みの保存や観光振興、地域の活性化を
目的に空き家となった町家を観光資源として再
生し、利活用することを目指す。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

ホームページや自治会への説明会、チラシなどで
制度を周知し、物件の調査を実施して情報を掲載し
た。平成23年度町家バンク開設から平成27年度末ま
での累計登録件数は、空き町家19件、活用希望者160
件、町家バンクによる累計契約件数は６件である。
また、平成25年度から内部改修に係る補助金の交付
を開始し、平成25年度に３件、平成26年度に10件の
町家建物に対して交付を行った。

町家バンクによるマッチング成立が進まない要因
は、空き町家の登録が少ないことと考えられる。そ
のため、制度周知の機会を増やすとともに、不動産
の業界団体との連携を進め、空き町家の所有者へ町
家バンクへの物件登録の呼びかけを進める。また、
町家所有者や活用希望者に対して、町家の活用事例
や町家の改修に係る補助金の活用を積極的に提案
し、町家活用の促進を図る。平成28年度からは「奈
良市空き家・町家バンク」に移管し、更なる町家活
用を促進する。

担当課

観光産業のビジネスモ
デル構築支援

観光産業を活性化していくため、種々の調査
やニーズ把握を行い、これにより得たデータを
研究分析することで新たなビジネスモデルを構
築し、普及・啓発する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

ビジネスモデル構築支援につなげるため、観光産
業等支援事業の検討事業の中で、奈良市の観光産業
や観光客の実態調査を行う「観光入込客数調査」
や、海外プロモーションを通じての情報収集、JNTO
等からの情報やデータ分析を参考に、以降の取組の
ベースとなるデータ収集を行うことができた。

得られたデータ・情報を基に、研究・分析を行
い、ビジネスモデルの構築を図っていく。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

奈良町にぎわい
課
奈良ブランド推
進課

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）
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（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 126,900 125,645 134,751 134,556 157,130

決算額 109,655 123,950 133,815 134,224 150,359

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

梅森 義弘

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 109,985 86,936 93,273 70,196 69,143

決算額 63,025 83,211 74,754 68,067 67,183

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

今中 正徳
梅森 義弘
徳岡 健治

観光振興課

観光戦略課
観光振興課
奈良町にぎわい
課

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

担当課

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

観光関連団体への支援

観光関連団体が実施する各種事業や古くから
続く伝統行事を支援することで、観光事業の発
展による観光振興を図る。また、旅館業者の施
設改修等に当たって利子補給を行うことでそれ
を援助し、これを機にバリアフリー化やユニ
バーサルデザイン化の推進につなげる。このこ
とを通して、高齢者や外国人を含めた多様な宿
泊者の選択肢として奈良が組み込まれていく可
能性を広げることを目指す。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

観光振興を図ることを目的として観光関連団体に
対し補助金、負担金を支給した。また旅館業者に対
して施設改修費用や震災、インフルエンザの影響に
よる想定外の減収に対する借入金への援助として利
子補給を行い、平成26年度に新型インフルエンザ対
策旅館業利子補給、27年度に旅館施設改善資金利子
補給の支払いを完了した。補助金等の支給について
は、目的に沿った適正な支給ができた。また、平成
25年度から外国人観光客に対する観光ガイド団体に
新たに補助金を交付した。

観光振興を図るため、各イベント実行委員会に補
助金等を支給した。また宿泊客誘致のため、奈良町
で伝統芸能を楽しむ夜のイベントを開催した。入
込・宿泊者数は、平成23年の1,314万人・136万人か
ら平成26年は1,414万人・156万人と増加し、継続的
なイベント開催で認知度が高まってきている。平成
25年度からは修学旅行生を対象とした「出前カル
チャー」、平成26年度からは「ならまちのまち歩き
と落語館で大笑い！」、平成27年度には外国人向け
カルチャーを実施した。

更なる誘客に向けて、チラシやポスターを中心と
した広報に加え、旅行社へのＰＲやＷＥＢ・ＳＮＳ
を中心とした広報を積極的に進める。「ならまちナ
イトカルチャー」を引き続き開催し、宿泊客の増加
を促進する。

「元林院」復興による地域の活性化を図るととも
に、伝統的景観の保全対策を講じる。

各観光関連団体への補助金、負担金の支払につい
て、活動内容の詳細な把握により、その活動の要否
を再検討し、適正な補助金、負担金の執行が行われ
るよう団体への指導に努めていく。

また、旅館業者に対する利子補給金については、
東日本大震災利子補給の支払事務を遅滞なく進め
る。

事業名 事業目的及び事業概要

観光資源の充実による
観光客誘致

ならまちナイトカルチャー、なら燈花会等観
光関連団体の実施する各種イベントに対し、そ
の一部を支援すること等により観光資源として
の魅力を高めるとともに地域の活性化、経済の
活性化を推進する。また、奈良を訪れる観光客
に対し、官民が一体となった「おもてなし」の
心を熟成することにより、何度も奈良に訪れて
いただく「リピーター」の増加に努め、集客力
を高める。

事業名 事業目的及び事業概要
実施状況（平成23年度～平成27年度）

担当課
実施状況（平成23年度～平成27年度）



（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 357,724 335,784 577,215 228,703 243,353

決算額 263,156 475,637 561,132 310,812 235,657

繰越額 71,525 23,926 91,773 0 0

課長名

梅森 義弘
徳岡 健治
大白 常信

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 51,500 34,000 29,000 0 50,000

決算額 4,800 16,003 23,957 24,337 486

繰越額 18,400 24,000 25,880 0 9,611

課長名

中尾 能久

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

観光振興課
奈良町にぎわい課
月ヶ瀬行政セン
ター地域振興課

担当課

観光関連施設の整備及
び運営管理

観光関連施設である観光センターや観光トイ
レの整備を行い、観光客へのより一層のサービ
ス向上を図る。また、奈良町地区内の町家等の
整備を行い、観光施設や観光案内所とすること
で、同エリアの活性化を通した観光振興に寄与
する。こうしたことで、シーズンにとらわれな
い新たな観光資源を生み出すことが期待でき
る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

奈良町の新たな観光拠点として「奈良町からくり
おもちゃ館」、「奈良町にぎわいの家」、「きたま
ち観光案内所（鍋屋、転害門）」、「奈良町南観光
案内所」の５か所を開所した。さらに、奈良町の観
光案内サインを12か所新設することで、観光客の快
適な散策を促すとともに観光周遊ルートの確立を
図った。また、柳生地域の観光トイレの建替えや水
洗化、山の辺の道（奈良道）沿いにトイレを新設し
た。

観光センターを奈良の多彩な魅力の発信とおもて
なしのある空間として、国内外の観光客だけでなく
地域の人にも活用される、賑わいのある施設とする
ための機能強化を行う。また、奈良町の観光案内サ
インを追加で設置することで、より快適な散策を促
すとともに観光周遊ルートの確立を図る。

奈良公園のシンボルともいえる鹿の保護・収容施
設である鹿苑の老朽化に伴う施設整備を行う。

事業名 事業目的及び事業概要
実施状況（平成23年度～平成27年度）

道路橋梁新設改良単独
事業（梅林周遊道路）

観光産業の振興を図るため、月ヶ瀬梅林を巡
る周遊道路を整備する。

Ｌ=1,280m
Ｗ=５m

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

拡幅整備に伴う用地取得を進めながら事業実施し
ており、平成23年度は整備計画延長120ｍに対し72.5
ｍの整備を行い、平成24年度は整備計画延長120ｍに
対し103.5ｍの整備が完了した。平成25年度は整備計
画延長100ｍを予定していたが用地取得に時間を要
し、整備はできなかった。平成26年度は用地取得を
行い、83.7ｍの整備を実施した。平成27年度は、計
画の変更が生じ、整備はできなかった。

全体延長1,280ｍのうち674ｍが完了しているが、
用地取得に時間を要し、当初予定していた平成26年
度事業完了はできず、新市建設計画が平成32年度ま
で延長されたことから、事業計画を延長し、早期に
事業が完了するよう進めていく。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

道路建設課
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（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 800 700 400 214

決算額 0 628 610 308 57

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

梅森 義弘

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 650 450 450 480 478

決算額 651 452 466 464 477

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

梅森 義弘

観光振興課

観光振興課

担当課

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

担当課事業名 事業目的及び事業概要
実施状況（平成23年度～平成27年度）

ブランド力のある資源
の発掘育成

大きな予算を用いることなく、まず職員自ら
が地域の観光資源を知ることから始め、観光客
の視点で「奈良」を見つめ直す作業を通して従
来の固定化された「奈良」のイメージだけでは
なく、これまで知られていなかった観光資源の
発掘や、既知であっても違った角度から見た新
たな魅力の発見、そしてそれらを適切に育成、
発展させることなどを通して、さらに多くの人
に幅広くアピールでき、より一層の誘客につな
がるような「ブランド力」を育成・強化するこ
とを目指す。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度市民連携企画事業で実施した「ならの
原風景を訪ねるツアー」の経験をもとに、平成24年
度は、田原地区、柳生地区において「奈良の魅力発
見ツアー」を実施した。平成25年度は柳生地区及び
月ヶ瀬地区で、平成26年度は月ヶ瀬地区、平成27年
度は柳生地区で、地域の人と観光協会の協力を得て
実施し、奈良の隠れた魅力を全国に発信するととも
に、地域が自主的に地元の魅力を発信することを促
した。

田原地区、柳生地区及び月ヶ瀬地区において、地
域の魅力を自主的に発信する機運は高くなった。こ
れを一過性のものとしないためにも、継続して地域
と協力していく必要がある。

今後は、旅行会社とも連携していき、従来、市が
バスを借り上げて実施していたものから、旅行会社
のバスツアーと連携して実施し、地域の人とともに
定期的な観光ツアーの定着を図る。

実施状況（平成23年度～平成27年度）

広域連携による新たな
観光資源の形成

「歴史街道計画」プロジェクトの推進母体で
ある歴史街道推進協議会に参画し、古代から中
世にかけての三つの都である「飛鳥、奈良、京
都」とその近郊を巡ることで日本の文化と歴史
を体験し実感できる学習会等を開催する。ま
た、新たな観光資源と観光ルートの創出を目指
し、隣接する自治体と交通機関で構成している
京・伊賀―大和広域観光推進協議会にも参画
し、より有機的な広域連携により奈良市の観光
振興を図る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

歴史街道推進協議会総会、幹事会、ワーキング会
議への参加と、同協議会主催イベントに従事し、ま
た、京・伊賀―大和広域観光推進協議会の会議・
キャンペーンにも参加した。これらの活動で、他市
町村との連携を深め、広域的な観光ルートの開発に
努めた。また、飛鳥―奈良―京都リレー現地講座等
の事業に参画し、奈良市の観光振興を進めるととも
に、関連の他市町村とより連携を深め、協力関係を
構築した。

今後も、飛鳥―奈良―京都リレー現地講座等の事
業に参画し、奈良市の観光振興を進める。関連の他
市町村と連携を深め、協力関係を構築し、併せて
京・伊賀―大和広域観光推進協議会の事業に継続し
て参加し、他市町村と連携した広域的な観光ルート
の開発に努める。また、知名度のある「歴史街道」
のツールを利用した観光ＰＲを積極的に進める。

事業名 事業目的及び事業概要



（単位：千円）

計画年度

H23～H24 H23 H24 H25 H26 H27

計画額 30,400 50,400 0 0 0

決算額 800 80,200 0 0 0

繰越額 30,000 0 0 0 0

課長名

西野 恵次

（単位：千円）

計画年度

H24～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 5,150 0 68,000 24,124

決算額 0 4,935 0 4,163 109,952

繰越額 0 0 0 86,919 0

課長名

徳岡 健治

課題及び今後の方針

公園緑地課

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

課題及び今後の方針

事業名 事業目的及び事業概要

奈良町南観光案内所運
営事業
【6-01-01①「観光関
連施設の整備及び運営
管理」の内数】

奈良市の観光資源である奈良町の観光拠点と
なるならまち振興館を、奈良町観光の南の玄関
口とするために整備し、ならまち振興館隣接地
と一体的に活用を行い、観光客用トイレを備え
た憩いの広場と、奈良町紹介の展示施設を備え
た観光案内所として整備する。

既存施設との連携による観光ルートの整備を
行うことにより、より多くの観光客を誘致し、
奈良町の観光活性化を図る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成24年度は「ならまち振興館整備事業設計委託
業務」に係る公募型プロポーザル方式を実施し、な
らまち振興館の活性化に係る基本計画を策定した。
平成25年度は計画に基づき、多方面への展開方策に
ついて検討を行い、平成26年度は「奈良町南観光案
内所運営委託事業及びにぎわい創出施設の運営事
業」に係る公募型プロポーザル方式を実施した。平
成27年度に改修工事を実施し、「奈良町南観光案内
所」としてリニューアルオープンした。

奈良町の南の玄関口として奈良町観光の案内所の
運営を行う。

また、奈良町の南側まで観光客の導線がつながっ
ていない現状を打開するため、京終など周辺地域の
観光資源と連携しながら活性化を図っていく。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

奈良町にぎわい
課

担当課

月ヶ瀬梅公園整備事業

新市建設計画に則り、名勝月瀬梅林を活性化
させ、新しい観光スポットとして自然景観を生
かした梅公園を整備する。

1.2haの事業予定地内において、園路及び水路
の整備を行い、既存の便所展望台を改修する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度は進入路の整備を行い、平成24年度は
展望台、あずま屋、便所及び園路、植栽の整備を
行った。月ヶ瀬梅公園は平成24年度末に完成した。
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（単位：千円）

計画年度

H27～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 0 0 0 30,000

決算額 0 0 0 0 0

繰越額 0 0 0 0 29,700

課長名

今中 正徳

施策の展開方向②観光客受入体制の充実 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 2,400 2,400 2,789 2,695 2,695

決算額 2,400 2,400 2,687 2,694 2,695

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

梅森 義弘

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

観光振興を目的として、観光ボランティアガイド
の育成と活動に対し補助金を支給し、観光ボラン
ティアガイドの事業を活発に行い、平成24年度は
72,362人、平成25年度は87,270人、平成26年度は
76,110人、平成27年度は78,434人をガイドした。ま
た、奈良を訪れる観光客への無料のガイド付きツ
アーを開催し、リピーターの増加につなげた。更な
る参加者増加に向けて、内容やＰＲ方法を検討する
ようボランティアガイドを指導した。

観光ボランティアガイドに関しては、活動内容の
把握をより詳細に行い、活動の充実を図るよう助言
していくとともに、活動の要否や、補助の可否の再
確認を行う。

観光ボランティアガイドの開催日数や利用者数は
ほぼ例年通りであるため、今後はより積極的に周知
活動を展開し、利用者数増加を目指す。

観光振興課

担当課

観光総合調査の実施・
観光振興計画策定

観光産業による地域経済への波及効果の推計
に必要な観光客の動向や消費額等のデータを取
得するため、観光総合調査を実施する。

また、観光総合調査の結果に基づき、平成28
年度から平成32年度を計画年度とする（仮称）
奈良市観光振興計画を策定し、客観的データに
よるマーケティングを行った上で目標を設定し
具体的な施策を提示する。

このことにより、各種観光施策に関する効果
の検証や立案をより効果的に行うことを目指
す。

観光戦略課

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価 課題及び今後の方針

観光総合調査のうち、外国人・日本人Web調査やモ
バイルデータの収集、観光消費額・満足度調査の半
期分などを実施した。

これまでは各種機関の既存データを活用して観光
客の動向等を計上していたが、更なる精度向上と観
光消費額・観光動向等を把握するため観光総合調査
を実施する。

また、この調査結果も踏まえつつ、今後５年間
（平成28～32年度）の各種施策の立案・効果検証を
客観的に行い、より効果的に施策を行えるよう観光
振興計画を策定する。

実施状況（平成23年度～平成27年度）

課題及び今後の方針

事業名 事業目的及び事業概要
実施状況（平成23年度～平成27年度）

事業目的及び事業概要 担当課事業名

観光客受入体制の充実

観光客の満足度をより向上するために、奈良
を訪れた観光客に手軽な着地型観光メニューで
ある、観光ガイドとともに巡る予約不要で現地
発着のツアーの企画・実施を補助し、観光ガイ
ド活動をより一層活性化し、観光客受入体制の
充実を図る。



（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 1,000 129 36 64 573

決算額 36 0 58 49 3

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

矢倉 靖弘

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 3,759 3,500 4,200 4,600 4,517

決算額 3,507 3,237 3,313 4,245 4,517

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

藤田 雅弘

実施状況（平成23年度～平成27年度）

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

事業名 事業目的及び事業概要

事業の利用者は平成23年度は駐車台数1,155台、レ
ンタサイクル1,414台から平成27年度は駐車台数
2,808台、レンタサイクル3,068台となった。

また、平成26年度から奈良県と連携しパークアン
ドライドを実施しており、平成27年度の駐車台数は
4,328台であり、奈良中心市街地へ向かう自家用車の
流入抑制に寄与した。

パークアンドライドの利用台数が大幅に増加し、
奈良公園周辺での渋滞緩和に寄与している。今後
も、奈良中心市街地公共交通活性化協議会事業とし
て、県、交通事業者等と連携の下、本事業を推進す
るとともに、利用者を媒体とした、自転車や公共交
通による観光の普及を目指す。

交通政策課

パークアンドライドの
実施
【5-03-01①再掲】

春・秋の観光シーズンに、中心市街地におい
て慢性的な渋滞が発生しているため、パークア
ンドライドを実施し、中心市街地への乗用車の
流入を抑制することにより、交通渋滞の緩和と
環境にやさしい観光の推進を図る。

市役所駐車場を無料開放し、路線バスや無料
のレンタサイクルを利用してもらうパークアン
ドライドを実施する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度から平成25年度において、「もてなし
のまちづくり推進行動計画」に関連する奈良市の取
組について、それぞれの事業進捗の確認を行った。
平成27年度に今後の方針、方向性について「もてな
しのまちづくり推進委員会」からの意見を基に、第
二次もてなしのまちづくり推進行動計画の策定に向
けての取組を行った。

協働推進課

担当課

もてなしのまちづくり
推進
【1-01-02②再掲】

誰もが訪れたくなり、末永く暮らしたくなる
魅力あふれる奈良市を実現するため、「もてな
しのまちづくり推進行動計画」を推進し、もて
なしのまちづくりについて、広報・啓発を行
う。

第二次もてなしのまちづくり推進行動計画を策定
する。その内容は、外国人観光客やシニア世代の女
性の観光客に特に焦点を当て、もてなし事業に取り
組む。また、バリアフリーの観点を恒久的に事業に
反映できるように進めていく。また、もてなしを推
進する中心的な役割を担う「（仮称）もてなしのま
ちづくり推進協議会」の設立を目指す。

実施状況（平成23年度～平成27年度）
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（単位：千円）

計画年度

H26～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 0 0 2,600 10,500

決算額 0 0 0 1,691 6,918

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

今中 正徳

施策の展開方向③コンベンションの誘致推進 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 31,001 29,100 28,800 31,200 29,000

決算額 30,511 29,011 28,770 30,591 28,360

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

今中 正徳

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）
事業名 事業目的及び事業概要 担当課

まほろば観光大学運営

観光分野においては、観光業におけるビジネ
スモデルの変化や宿泊産業における所有と経営
の分離、国際間競争の激化など観光産業の経営
環境に劇的な変化が起きている。このため、国
際競争力を強化し、激変する経営環境に対応可
能な人材を育成することを目的とする「まほろ
ば観光大学」を実施する。

具体的には閑散期などに、旅館・ホテル等の
宿泊施設の従業員や経営者を対象にホテルマネ
ジメント等に精通した講師を招き、高度観光人
材育成に資する講座を開講する。

観光戦略課

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価 課題及び今後の方針

平成26・27年度に観光産業の中心である旅館・ホ
テル業界の経営体制強化を図るため、次世代経営者
等を対象とした「まほろば観光大学」を開講した。

総合計画「観光客受入体制の充実」に沿って、事
業者・市民にもてなしの心が醸成される施策を行
い、来訪者への充実したサービスの提供を図る。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

観光戦略課

コンベンションの誘致

奈良県の特性を生かし、観光振興並びにコン
ベンションの誘致及び支援等に関する事業を行
うことにより、奈良県経済の活性化を図り、県
民の生活・文化及び経済の向上発展並びに国際
親善に寄与することを目的とする。奈良県下の
地方自治体が一体となって、観光振興及びコン
ベンションの誘致及び支援を行う事業に参画す
ることにより、奈良市独自で取り組む観光振興
事業と相まって、より一層の奈良市観光の振興
に資することができる。

一般財団法人奈良県ビジターズビューローに
参画することにより、奈良市の観光・コンベン
ション事業への支援を促進するために負担金を
支出する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

主要大学への重点セールスを強化するとともに、
国連世界観光機関（ＵＮＷＴＯ）アジア太平洋セン
ター等の関係機関と連携したプロモーションに積極
的に取り組んだ。誘致件数（うち国際誘致件数）
は、平成23年度244件（27件）、24年度248件（30
件）、25年度276件（30件）、26年度258件（34
件）、27年度240件（23件）。

一般財団法人奈良県ビジターズビューローは、コ
ンベンションの誘致及び支援について、引き続き積
極的な誘致活動を行う。特に、国際コンベンション
では、オフ期における開催を促すために、助成金を
充実する等、年間を通して国際コンベンションを奈
良に誘致するという方針を固めており、本市は引き
続き支援していく。

実施状況（平成23年度～平成27年度）



施策の展開方向④観光情報の発信 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 21,000 15,283 18,089 18,088 12,000

決算額 20,940 15,174 18,000 17,995 10,814

繰越額 0 0 0 0

課長名

今中 正徳

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 20,423 6,413 6,300 6,400 5,500

決算額 17,914 5,942 6,143 5,190 3,220

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

今中 正徳

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

事業名 事業目的及び事業概要 担当課
実施状況（平成23年度～平成27年度）

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

観光パンフレット・ポ
スターの制作

奈良の魅力を様々な方法で効果的に発信する
ことにより、誘客を図る。

国内外からの観光客に親しまれ、また観光客
のニーズに応え、観光客へのサービスと誘客を
図るため、各種パンフレットやポスター等を制
作する。

特にインバウンドについて、着地型の資料は
もとより海外で目にしていただけるコンテンツ
を探っていく。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

東京観光オフィスの運
営

世界遺産を有する日本のふるさとともいうべ
き奈良の魅力を情報発信し、首都圏からの誘客
活動を行うことを目的とする。

また少子化が進み全国的に児童・生徒数が減
少するとともに、修学旅行による訪問地や形態
が多様化している状況にあって、特に次代を担
う子どもたちに奈良のすばらしさを学び知って
もらい、修学旅行訪問地としての奈良の価値を
維持向上させることを目的とする。

平成23年度までは広く奈良市の観光情報の発信を
行ってきたが、平成24年度からは奈良市内への教育
旅行誘致等の活動に取り組んだ。

東京23区内の学校を中心に訪問活動を行った結
果、東京23区内の全公立中学校に占める奈良市内宿
泊決定校数の割合は、平成26年度実施が35.3％、平
成27年度実施が38.2％、平成28年度実施予定が
41.1％となった。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

観光戦略課

観光戦略課

実施状況（平成23年度～平成27年度）

平成23から26年度は各種パンフレット等を制作及
び配布した。平成27年度は「なら栞（観光ガイド
ブック）」７万部、「ようこそ奈良へ」（英語版）
４万部、（簡体字版）３万部、（韓国語版）２万
部、奈良ガイドマップ日本語３万部、英語５千部、
インバウンド観光パンフレット２千部、「仏像ポス
ター」800枚を作成し、奈良の魅力を多くの人々にＰ
Ｒし、観光客来寧の動機付けの一助となった。

観光客をはじめ、内外からの来寧者を増やすこと
を考えた時、一様に同じような仕様ではなく、来寧
者の属性やその目的に応じた対象（ターゲット）を
想定して、適切に観光資源の良さをＰＲできるパン
フレット等を制作する必要がある。随時必要なパン
フレット等を精査し、計画的に情報更新を行いなが
ら増刷する。

少子化による児童生徒数の全国的減少と修学旅行
形態の多様化が進んでいるため、その時々の状況を
分析しプロモーションの対象地域や手法等を柔軟に
見直しつつ、奈良を修学旅行の訪問地として選定し
てもらうよう多様な誘致活動を行う。また、平成28
年度から奈良市観光協会に事業を移管し、より機動
的な活動を実施する。
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施策の展開方向⑤外国人観光客の誘致促進 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 11,700 22,062 7,150 15,013 15,868

決算額 7,435 16,856 7,611 16,290 10,559

繰越額 0 0 0 0

課長名

今中 正徳

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 7,354 5,992 5,292 11,326 9,475

決算額 3,845 4,493 3,652 8,676 79,682

繰越額 0 0 0 76,100 0

課長名

今中 正徳
梅森 義弘

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

観光戦略課

担当課

観光戦略課
観光振興課

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

外国人観光客の受入環
境の整備

外国人観光客を誘致するため、観光客への充
実したサービス提供と奈良の魅力発信を図る
等、受入環境を整備する。

宿泊施設の設備や観光案内所の機能の充実、
観光パンフレットや観光案内板の多言語表記を
進めるなど、外国人観光客の受入体制を整備す
る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

中国人観光客受入環境整備のため、銀聯（ぎんれ
ん）カード決裁システム導入経費の補助を行い、61
件導入した。また、多言語コールセンター事業への
参画や、外国人観光客に対応できる人材の育成を
図った。さらにハラル等に対応するため、職員研修
等や、ムスリム対応に関しての講習、事業者への補
助を行った。平成27年度には旅館業者のＷｉ－Ｆ
ｉ、海外衛星放送受信等の整備に補助を行い、総合
観光案内所の外国人目線での機能強化を行った。

受入体制の充実を図るため、引き続き多言語コー
ルセンター事業に参画する。また、外国人観光客へ
の対応のため、総合観光案内所に、英語、中国語及
び韓国語スタッフの配置を継続するとともに、観光
パンフレットや観光案内板の多言語表記を進める。

事業名 事業目的及び事業概要

海外への情報発信

外国人観光客を誘致するため、海外に向けて
奈良の認知度向上を図る。

奈良市の知名度を上げるため、東アジア（中
国）を中心に観光プロモーションを実施すると
ともに、シルクロードを取り上げて奈良のブラ
ンド化を図る。また、海外メディアやエージェ
ントへの情報提供を積極的に進める。

中国プロモーションを強化し、また、ＩＴＢ
ベルリン（国際旅行見本市）に出展する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度は、西安・成都で観光プロモーション
を実施、24年度は、台湾へのプロモーションのほか
ＩＴＢベルリンに奈良市として単独出展を行った。
25年度はＪＡＴＡ旅博に出展。26年度からはツーリ
ズムＥＸＰＯジャパンに出展し、観光ＰＲに加え大
和茶・日本酒の試飲・販売等を実施した。また、台
湾、インドネシア、シンガポールでのプロモーショ
ンも実施した。27年度は、新たに台湾ファムトリッ
プを実施した。

観光プロモーション等の情報発信事業は、効果を
数値で表すことが難しく、また、短期間で成果を上
げることもできない。今後も効果的な手法を模索し
ながら継続していくことが必要であると考える。ま
た、現地に行くだけでなく、様々な広告媒体を活用
し、より多くの人の目に触れる機会をつくり認知度
を高めると同時に、誘客につなげていく。また、平
成28年度から奈良市観光協会に一部事業を移管し、
連携して情報発信事業を実施する。

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）



基本施策6-02 交流（国際交流）

施策6-02-01 国際交流の活発化

施策の展開方向①国際交流の活発化 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 11,972 1,515 8,450 6,708 405

決算額 10,603 1,078 6,443 1,976 371

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

今中 正徳

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 9,379 11,169 9,117 3,339 1,522

決算額 7,984 9,910 8,517 2,119 1,100

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

今中 正徳

担当課

観光戦略課

事業名 事業目的及び事業概要

国際理解と交流の推進

国際交流事業を通じて、市民に異文化に触れ
ていただくことにより、自らの属する文化や地
域に対する理解がより深まり、誇りや愛着が生
まれ、まちづくりの担い手の育成につながって
いく。

国際交流員（ＣＩＲ）等の活動により、海外
の文化を紹介する。また、国際交流活動を行う
市民団体の活動を支援する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

市民の国際理解を深めてもらうために、国の外国
青年招致事業により友好都市である西安市から国際
交流員（ＣＩＲ）を招致した。併せて、韓国語通訳
を配置し、国外友好姉妹都市等からの来寧者に対
し、よりスムーズな対応が可能となった。また、国
際交流団体に対し補助金を交付し、市民レベルでの
国際交流活動への支援を図った。

国際文化観光都市として、広く海外諸都市との交
流を推進するともに、国際交流に取り組む市民団体
の支援を行う。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

観光戦略課

実施状況（平成23年度～平成27年度）

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

国外友好姉妹都市との
交流

国外友好姉妹都市との交流を通じて市民に異
文化に触れていただくことにより、自らの属す
る文化や地域に対する理解がより深まり、誇り
や愛着が生まれ、まちづくりの担い手が育成さ
れることを目的としている。

国外の友好・姉妹都市（慶州・トレド・西
安・ベルサイユ・キャンベラ・揚州）と文化、
教育、スポーツなどの分野で交流事業を行う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度の慶州市、西安市での交流事業をはじ
め、24年度はトレド市姉妹都市提携40周年記念事業
としてトレドウィークの開催と、両市の小学生同士
でインターネットを利用した交流を行った。また、
25年度はキャンベラ姉妹都市提携20周年を記念した
市民・行政団の訪問を実施。26年度は西安市友好都
市提携40周年事業を行い、また、キャンベラからの
コンサートバンドを受け入れ交流を行った。27年度
は、慶州市を訪問し姉妹都市提携45周年記念式典に
参加した。

市民レベルでの交流が図れ、広がりを見せるよう
な仕組みを構築していく。

実施状況（平成23年度～平成27年度）
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（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 11,700 22,062 7,150 15,013 15,868

決算額 7,435 16,856 7,611 16,290 10,559

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

今中 正徳

基本施策6-03 農林業

施策6-03-01 農林業の振興

施策の展開方向①農業生産基盤と施設の整備 （単位：千円）

計画年度

H23～H25 H23 H24 H25 H26 H27

計画額 24,000 7,768 4,698 0 0

決算額 27,732 11,862 4,698 0 0

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

油谷 彰浩

担当課事業名 事業目的及び事業概要

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

農林課

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

土地改良事業(県営ほ
場整備事業)

大型機械導入等の農作業条件の改善、整備を
図り優良集団的農地の確保と生産性の向上を図
り、土地利用型農業の確立を推進するため、県
営ほ場整備事業実施に伴う事業費の一部を負担
する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成９年度から田原地区のほ場整備が県営事業で
実施され、事業費の一部を負担している。

平成25年度に、田原南地区でのほ場整備が完了し
事業が完了した。

区画整理面積 186.0ha
総事業費 22億円（南地区）

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

海外への情報発信
【6-01-01⑤再掲】

外国人観光客を誘致するため、海外に向けて
奈良の認知度向上を図る。

奈良市の知名度を上げるため、東アジア（中
国）を中心に観光プロモーションを実施すると
ともに、シルクロードを取り上げて奈良のブラ
ンド化を図る。また、海外メディアやエージェ
ントへの情報提供を積極的に進める。

中国プロモーションを強化し、また、ＩＴＢ
ベルリン（国際旅行見本市）に出展する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度は、西安・成都で観光プロモーション
を実施、24年度は、台湾へのプロモーションのほか
ＩＴＢベルリンに奈良市として単独出展を行った。
25年度はＪＡＴＡ旅博に出展。26年度からはツーリ
ズムＥＸＰＯジャパンに出展し、観光ＰＲに加え大
和茶・日本酒の試飲・販売等を実施した。また、台
湾、インドネシア、シンガポールでのプロモーショ
ンも実施した。27年度は、新たに台湾ファムトリッ
プを実施した。

観光プロモーション等の情報発信事業は、効果を
数値で表すことが難しく、また、短期間で成果を上
げることもできない。今後も効果的な手法を模索し
ながら継続していくことが必要であると考える。ま
た、現地に行くだけでなく、様々な広告媒体を活用
し、より多くの人の目に触れる機会をつくり認知度
を高めると同時に、誘客につなげていく。また、平
成28年度から奈良市観光協会に一部事業を移管し、
連携して情報発信事業を実施する。

観光戦略課



（単位：千円）

計画年度

H23～H25 H23 H24 H25 H26 H27

計画額 10,500 2,100 5,160 0 0

決算額 10,500 5,540 893 0 0

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

油谷 彰浩

（単位：千円）

計画年度

H23～H26 H23 H24 H25 H26 H27

計画額 57,750 79,800 51,085 26,580 0

決算額 52,332 97,085 85,845 26,580 0

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

油谷 彰浩

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

農林課

担当課

平成８年度から県営事業で広域農道整備を実施し
ており、平成26年度は築道工及び舗装工を実施し
た。

平成23年度事業費 523,320千円
平成24年度事業費 970,850千円
平成25年度事業費 858,450千円
平成26年度事業費 265,800千円

事業名 事業目的及び事業概要

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

土地改良事業(県営小
規模老朽ため池整備事
業)

農業経営の安定と破堤による被害を未然に防
止するため、県営小規模老朽ため池整備実施に
伴う事業費の一部を負担する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成21年度から下ノ池・桐が池のため池整備を県
営事業で実施してきたが、平成25年度に桐が池の本
体工が完了し、事業が完了した。

堤体工 Ｌ＝111ｍ
総事業費 130,116千円

事業名 事業目的及び事業概要

土地改良事業(県営広
域営農団地農道整備事
業)

広域営農団地の基幹農道を整備し、茶等農産
物の集出荷の合理化、消費地へのアクセスの改
善を図るため、県営広域農道整備事業実施に伴
う事業費の一部を負担する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

担当課

農林課

-231-



-232-

（単位：千円）

計画年度

H23～H25 H23 H24 H25 H26 H27

計画額 31,900 24,055 13,125 0 0

決算額 35,680 34,780 11,075 0 0

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

油谷 彰浩

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 6,300 6,300 6,300 6,300 6,300

決算額 6,170 5,719 5,923 6,181 4,443

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

油谷 彰浩

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

担当課

農林課

農林課

担当課

土地改良事業(県営畑
地帯総合整備事業)

国営総合農地開発事業で整備された末端水路
以下のかんがい施設と市の基幹農産物である茶
園の畑地帯造成を併せて県営で行うことによ
り、更なる事業効果の発動による農地の高度利
用・利用集積を図り、担い手を育成・確保する
ことを目的とする。

土地改良事業(市単土
地改良基盤及び農業用
施設整備事業)

土地改良基盤及び農業用施設の整備を行い耕
作条件の改善と生産性の向上を図るため、農家
組合等が実施する農道、ため池、用排水路など
の整備に対し補助を行う。

事業名 事業目的及び事業概要

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

耕作条件の改善と生産性の向上を図るため、農家
組合等が実施した整備等事業に対し補助を行い、概
ね計画どおりの執行となった。

平成23年度は20件、平成24年度は19件、平成25年
度は20件、平成26年度は19件、平成27年度は16件。

平成27年度内訳
農道整備 ３件 頭首工整備 １件
ため池整備 ５件 用排水路整備 ４件
その他整備 ３件

耕作条件の改善と生産性の向上を図るため、各種
工の整備を継続して実施する。

事業名 事業目的及び事業概要

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成19年度から、月ヶ瀬桃香野地区において実施
してきた県営畑地帯総合整備事業として、平成25年
度は農業用用排水工の整備を行い、事業が完了し
た。

全体事業
農業用用排水 22.1ha
農地造成 4.36ha



施策の展開方向②農業経営環境の向上 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 20,500 21,565 22,579 21,081 24,881

決算額 24,075 19,274 19,271 20,094 22,975

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

油谷 彰浩

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 2,779 1,152 1,037 985 886

決算額 1,169 1,037 985 886 869

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

油谷 彰浩

被害防除と個体数削減のため、有害鳥獣の駆除と
被害防除施設設置の両面から事業を継続するととも
に、地域ぐるみで取り組むことの重要性を踏まえた
対策の実施が重要となる。

課題及び今後の方針

水田農業構造改革対策
推進事業

「奈良市水田フル活用ビジョン」に基づき米
の需給調整や価格安定を推進するとともに、大
豆、野菜等の多様な作物の産地づくりの推進や
水田農業の構造改革の推進などを行うことによ
り水田農業経営の安定化を図る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

「奈良市水田フル活用ビジョン」では、農村地域
の多様化に対応し、豊かで魅力ある農村社会の実現
と国際化時代に対応した生産性の高い農業の実現を
図るため、水稲、麦、大豆等の作目ごとの目標を定
めた。また、国の定める経営所得安定対策制度を有
効に活用し、水田農業経営の安定化を図った。

平成30年度から経営所得安定対策制度における、
米の直接支払交付金が廃止となるため、水稲以外の
戦略作物等の作付を促し、制度が活用できるよう更
なる周知に努める。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

農林課

農林課

有害鳥獣・鹿害防止対
策事業

近年、イノシシ、サル、アライグマ,カラスな
どによる農作物への被害が増大し、その駆除や
防除対策の必要性が年々増加しているため、有
害獣防除施設の設置補助を行う。また、奈良公
園の鹿が野生化し、近隣へ分散・拡大し、田畑
に被害をもたらすため鹿害防止柵等の設置補助
を行うことにより、農家の生産意欲の高揚を図
る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

有害獣駆除数
イノシシ サル アライグマ その他

H25 220頭 ５頭 175頭 31頭
H26 305頭 １頭 327頭 78頭
H27 347頭 ０頭 250頭 31頭

鹿害防止柵の設置補助による柵及び門扉の設置
H25 2,100ｍ 門扉29箇所
H26 1,418ｍ 門扉37箇所
H27 1,388ｍ 門扉25箇所
などの事業により、農作物被害の防止を図った。

担当課事業名 事業目的及び事業概要

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）
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（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 1,637 1,006 908 815 756

決算額 1,116 1,005 891 814 756

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

油谷 彰浩

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 10,539 10,526 10,525 10,525 12,162

決算額 10,526 10,525 10,525 10,525 10,021

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

油谷 彰浩

課題及び今後の方針

担当課事業名 事業目的及び事業概要
実施状況（平成23年度～平成27年度）

中山間地域等直接支払
制度

農業の生産条件に対する不利を補正し、耕作
放棄地の拡大の防止及び優良農地の維持・保全
を図るため、５年以上農業を続けることを約束
し協定を締結した集落に対し、交付対象面積に
応じて、交付金を交付する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

安定した経営体を育成するとともに、農業経営意
欲・耕作意欲の向上を図るため、協定農用地におけ
る活動に対し交付金を交付し、平成27年度からは、
第４期対策を開始した。

平成23年度から平成26年度（第３期対策）
大柳生町ほか５地区
交付対象面積 564,911㎡

平成27年度から平成31年度（第４期対策）
大柳生町ほか６地区
交付対象面積 571,617㎡

農業生産条件が不利な地域における安定した経営
体の育成、農業経営意欲、耕作意欲の向上及び農地
の保全活動を図るため、引き続き本制度を活用した
活動に対して継続して交付金を交付する。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

農林課

担い手総合支援事業

地域の農業・農村を活性化するため、魅力と
やりがいのある農業経営の確立を図ることを目
的とし、農地利用集積の促進と認定農業者に対
する支援を行う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

認定農業者を支援し、農業経営の改善と農業者育
成支援を図るため、農業経営基盤強化資金借入者に
対し利子補給を行う。

平成27年度利子補給交付対象者：６件
平成27年度末現在：認定農業者数120人

認定農業者の利点である農業経営基盤強化資金借
入に対する利子補給制度を推進し、個人及び法人の
新たな認定を行い、農業経営の改善と農業者の育成
支援を引き続き行う。

新たな法人の認定も含め、認定農業者数140人を目
指す。

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

農林課



施策の展開方向③新しい農業の展開 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 2,000 1,200 2,100 300 200

決算額 1,789 555 1,189 200 200

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

油谷 彰浩

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 2,090 2,000 2,123 1,800 1,919

決算額 1,036 1,054 1,205 1,424 1,375

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

油谷 彰浩

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

担当課

農林課

農林課

地産地消推進事業

地産地消の推進については、市町村レベルの
取組が重要であり平成17年３月25日に閣議決定
された「食料・農業・農村基本計画」において
も、地域における地産地消の実践的な計画「地
産地消推進計画」の策定を図ることが規定され
ており、奈良市においても早急に基本計画を策
定し食料自給率の向上を目指す。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成25年３月に「奈良市地産地消基本計画」を策
定した。平成25年８月には、この基本計画を具体的
に実行していくため、奈良市地産地消促進計画検討
委員会（学識経験者、生産者など８名で構成）を設
置し、３回の検討委員会において検討を進め、平成
26年度に「奈良市地産地消促進計画」を作成した。
これらの計画をもとに平成26年度及び平成27年度に
おいては、学校給食に地域米を活用するために検査
補助を実施した。

「奈良市地産地消促進計画」に基づき、各関係課
による地産地消を促進するための様々な取組を推進
していく。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課
実施状況（平成23年度～平成27年度）

事業名 事業目的及び事業概要
実施状況（平成23年度～平成27年度）

市民ふれあい交流事業

都市住民と農村住民のふれあい交流を図り、
奈良市産の安心・安全な野菜や農産物の加工品
の販売・消費による地産地消を推進するため、
ミニ直売所の設置に対する補助や、朝市の開設
を行う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

地域自治会等と東部地域の生産者団体等が協力
し、ミニ直売所が開催された。（平成23年度４か
所、平成24年度４か所、平成25年度６か所、平成26
年度６か所、平成27年度６か所）

奈良市庁舎前での彩マーケットを開催し、平成23
年度は約850名、平成24年度は約1,500名、平成25年
度は約1,800名、平成26年度は約2,000名、平成27年
度は約3,000名の集客があり、生産者と消費者とのふ
れあい交流の促進と地産地消の啓発活動に効果が
あった。

ミニ直売所の開催に対し、新規開設に係る経費を
支援することにより、開設箇所の拡大を図る。ま
た、彩マーケットの開催を継続して実施し、地産地
消の普及啓発と地域間・住民間交流の促進を図る。
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（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 8,000 9,700 5,000 12,200 14,000

決算額 7,635 4,296 10,951 2,191 6,464

繰越額 0 79,000 0 0 0

課長名

油谷 彰浩

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 10,539 10,526 10,525 10,525 12,162

決算額 10,526 10,525 10,525 10,525 10,021

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

油谷 彰浩

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

農林課

担当課

農林課

担当課事業名 事業目的及び事業概要

中山間地域等直接支払
制度
【6-03-01②再掲】

農業の生産条件に対する不利を補正し、耕作
放棄地の拡大の防止及び優良農地の維持・保全
を図るため、５年以上農業を続けることを約束
し協定を締結した集落に対し、交付対象面積に
応じて、交付金を交付する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

安定した経営体を育成するとともに、農業経営意
欲・耕作意欲の向上を図るため、協定農用地におけ
る活動に対し交付金を交付し、平成27年度からは、
第４期対策を開始した。

平成23年度から平成26年度（第３期対策）
大柳生町ほか５地区
交付対象面積 564,911㎡

平成27年度から平成31年度（第４期対策）
大柳生町ほか６地区
交付対象面積 571,617㎡

事業名 事業目的及び事業概要

経営体育成事業

施設等の整備や経営活動に対する助成を通
じ、各地域における集落営農の組織化や法人
化、経営の多角化に向けた各種取組を総合的に
支援する。また、新規就農者に対し就農支援す
る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

経営体育成計画に基づき、意欲のある経営体が目
標達成のため取り組む農業機械の導入や施設設備の
整備に対し交付金を交付し、農作業効率化、農業用
機械の共同利用等の推進を図った。

交付対象経営体数 平成23年度：８件
平成24年度：３件
平成25年度：８件
平成26年度：５件
平成27年度：４件

農業生産条件が不利な地域における安定した経営
体の育成、農業経営意欲、耕作意欲の向上及び農地
の保全活動を図るため、引き続き本制度を活用した
活動に対して継続して交付金を交付する。

経営体育成計画に基づき、農作業の共同化や効率
化を図る経営体の農業機械や施設整備に対する支援
を引き続き行う。

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）



（単位：千円）

計画年度

H24～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 1,200 800 1,000 1,000

決算額 0 1,074 800 1,000 1,000

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

油谷 彰浩

（単位：千円）

計画年度

H25～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 0 1,000 1,400 0

決算額 0 0 0 595 1,432

繰越額 0 0 0 2,000 0

課長名

吉村 啓信

担当課

奈良ブランド推
進課

農林課

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

担当課

事業名 事業目的及び事業概要

交流体験事業

都市住民が農村地域で農作物を育てる実体験
等を通して、「農」と「食」への関心を高める
とともに、地域間交流を図るため、特定農地貸
付法による農地の貸付を行い、「ふれあい交流
ファーム体験事業」を実施する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

阪原町において、平成24年度から不耕作地を利用
した市民農園「ふれあい交流ファーム」を開設し、
都市部地域の住民を対象に更なる募集を行った。平
成27年度は、利用対象区画のほぼ全区画の利用が
あった。

また、平成26年度から「アクティブシニア農業体
験事業」として、農業体験をきっかけに就農への関
心を持ってもらえる講座等を実施し、平成27年度は
年間26回開催した。

「ふれあい交流ファーム」については、年間を通
じ利用者募集のための周知を行う。

また、シニア層を中心に、東部地域において農
家・営農組合の協力を得ながら、農作業・田舎暮ら
し体験をする「アクティブシニア農業体験事業」を
今後も継続して実施する。

事業名 事業目的及び事業概要
実施状況（平成23年度～平成27年度）

奈良市産「いちご」ブ
ランド化推進事業

奈良市の特産物の「いちご」を奈良市ブラン
ドに定着させ、特産物のイメージアップを図
り、生産者の営農意欲の向上と消費拡大を促進
する。

なかでも、平成23年度に品種登録された「古
都華」の品質の良さを生かし、同じく古都華の
ブランド化に取り組む平群町と連携して認知度
向上などに取り組む。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成26年度に奈良市と平群町による「古都華広域
連携協議会」を発足、それぞれの産地の生産者が参
加して「古都華」の認知度向上、販路拡大方策など
について検討を進めた。平成27年度は地域活性化・
住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）を活
用し、小学生への古都華ＰＲ事業及び古都華ＰＲ動
画制作を行った。

生産農家が平成26年度の３農家から27年度は６農
家に増加するとともに、既存の生産者についても作
付面積を広げたことにより、生産量が増大した。

ホームページやＰＲ動画などでＰＲを継続してい
くとともに、生産者や飲食店等と連携しながら販路
拡大・加工品開発によるオフシーズンの販売支援な
どに取り組む。
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（単位：千円）

計画年度

H25～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 0 1,400 46 131

決算額 0 0 861 46 214

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

油谷 彰浩

（単位：千円）

計画年度

H26～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 0 0 18,800 22,500

決算額 0 0 0 19,393 18,669

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

吉村 啓信

担当課

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

農林課

担当課

奈良ブランド推
進課

事業名 事業目的及び事業概要

奈良の食ＰＲ事業

奈良市には、高品質な農産物や加工品などが
あるものの、市内外の消費者にしっかりと伝
わっていない。そこで、奈良の食の歴史・文化
とともに、それらの食材を見せる・味わう仕掛
けを工夫しながら積極的に発信することで、奈
良市産食材を「地域ブランド」として確立して
いくことを目指し、奈良市の食と魅力を全国
へ、さらには海外へＰＲする事業を実施する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

奈良市の魅力と市産食材をブランドとして確立し
ていくため、平成27年度は奈良の食の魅力紹介サイ
トの制作、市内での大和茶ＰＲイベントの開催（平
成28年２月に１か月間開催）、大和茶と日本酒の魅
力を海外へ発信するためのファムツアーなどを実施
した。平成26年度から全国・海外へと発信する事業
にも取り組んできたが、平成27年度はそれに加え
て、地域とも連携したイベントを実施し、地元での
認知度・消費の向上につながった。

地元の認知度向上・消費増大をめざして、生産者
や地域と連携した取組を継続実施することで市内の
消費基盤を固めていくとともに、話題性のあるＰＲ
を実施することで、更なるブランド力の向上を目指
す。

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

まちなか市場設営事業

「奈良市地産地消基本計画」に基づき、奈良
市で生産されている農林畜産物の地元消費を促
進し、農地の保全や生産者の収入の安定への寄
与、環境負荷の低減に資するため、「まちなか
市場」を設営し、地産地消と交流の促進を図
る。

事業名 事業目的及び事業概要

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成25年度から住民間・地域間交流の促進と地産
地消の普及啓発を図るため、奈良市観光センター東
側のスペースを利用して市内産の農林畜産物等を生
産者自らが販売、アピールする「旬菜メルカート」
を毎週土、日、祝日に開催している。

平成25年６月の開設以来、荒天時を除き継続して
開催している。今後も生産者団体の協力を求め、地
産地消の普及啓発、住民間交流の促進を図るため、
継続した開催を目指す。



施策の展開方向④農村地域の活性化 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 2,000 1,500 1,000 14,000 2,900

決算額 0 0 0 255 1,198

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

吉村 啓信
油谷 彰浩

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 2,000 1,200 2,100 300 200

決算額 1,789 555 1,189 200 200

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

油谷 彰浩

奈良ブランド推
進課
農林課

担当課

農林課

担当課

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

平成22年度、直売所の規模・立地等の概定を行
い、平成23年度に基本計画策定の予定であったが、
県内での大型施設の開設計画等を踏まえて検討を行
う必要が生じたため、引き続き直売所の在り方等に
ついて検討を行った。

また、平成26年度は東部地域の直売所整備として
田原地区において、立地・施設規模・生産状況等を
踏まえて地元調整を行ったが、施設整備に至らな
かったため、平成27年度もアドバイザー派遣を実施
し、地元主導の経営意欲の向上を図った。

出荷者数や販売商品の減少等の課題に直面してお
り、主体的・継続的に地域内で直売所の質の向上に
取り組む団体に対して、直売所運営上の様々な相談
業務、必要に応じて専門的知識を有するアドバイ
ザーの派遣等を実施するとともに、施設機能強化の
支援を行う。

課題及び今後の方針

事業名 事業目的及び事業概要

農林産物直売所整備事
業

農林業の振興策として、直売施設を整備し、
消費者の交流と販路拡大を図り、市民に新鮮で
安全な農作物を提供し地産地消を進め、安定し
た農業経営の実現を目指す。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

事業名 事業目的及び事業概要
実施状況（平成23年度～平成27年度）

地産地消推進事業
【6-03-01③再掲】

地産地消の推進については、市町村レベルの
取組が重要であり平成17年３月25日に閣議決定
された「食料・農業・農村基本計画」において
も、地域における地産地消の実践的な計画「地
産地消推進計画」の策定を図ることが規定され
ており、奈良市においても早急に基本計画を策
定し食料自給率の向上を目指す。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成25年３月に「奈良市地産地消基本計画」を策
定した。平成25年８月には、この基本計画を具体的
に実行していくため、奈良市地産地消促進計画検討
委員会（学識経験者、生産者など８名で構成）を設
置し、３回の検討委員会において検討を進め、平成
26年度に「奈良市地産地消促進計画」を作成した。
これらの計画をもとに平成26年度及び平成27年度に
おいては、学校給食に地域米を活用するために検査
補助を実施した。

「奈良市地産地消促進計画」に基づき、各関係課
による地産地消を促進するための様々な取組を推進
していく。
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（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 1,637 1,006 908 815 756

決算額 1,116 1,005 891 814 756

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

油谷 彰浩

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 8,000 9,700 5,000 12,200 14,000

決算額 7,635 4,296 10,951 2,191 6,464

繰越額 0 79,000 0 0 0

課長名

油谷 彰浩

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

農林課

担当課

担当課

農林課

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

経営体育成事業
【6-03-01③再掲】

施設等の整備や経営活動に対する助成を通
じ、各地域における集落営農の組織化や法人
化、経営の多角化に向けた各種取組を総合的に
支援する。また、新規就農者に対し就農支援す
る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

経営体育成計画に基づき、意欲のある経営体が目
標達成のため取り組む農業機械の導入や施設設備の
整備に対し交付金を交付し、農作業効率化、農業用
機械の共同利用等の推進を図った。

交付対象経営体数 平成23年度：８件
平成24年度：３件
平成25年度：８件
平成26年度：５件
平成27年度：４件

経営体育成計画に基づき、農作業の共同化や効率
化を図る経営体の農業機械や施設整備に対する支援
を引き続き行う。

事業名 事業目的及び事業概要

担い手総合支援事業
【6-03-01②再掲】

地域の農業・農村を活性化するため、魅力と
やりがいのある農業経営の確立を図ることを目
的とし、農地利用集積の促進と認定農業者に対
する支援を行う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

認定農業者を支援し、農業経営の改善と農業者育
成支援を図るため、農業経営基盤強化資金借入者に
対し利子補給を行う。

平成27年度利子補給交付対象者：６件
平成27年度末現在：認定農業者数120人

認定農業者の利点である農業経営基盤強化資金借
入に対する利子補給制度を推進し、個人及び法人の
新たな認定を行い、農業経営の改善と農業者の育成
支援を引き続き行う。

新たな法人の認定も含め、認定農業者数140人を目
指す。

事業名 事業目的及び事業概要



（単位：千円）

計画年度

H24～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 12,000 23,600 22,800 18,730

決算額 0 6,890 14,440 20,432 49,623

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

油谷 彰浩

（単位：千円）

計画年度

H25～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 0 0 6,000 6,100

決算額 0 0 1,193 4,722 465

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

吉村 啓信
中井 史栄

課題及び今後の方針

人・農地問題解決推進
事業

農業従事者の高齢化と後継者の育成確保が課
題であることから、地域による話合いのもと作
成された「人・農地プラン」に位置付けられた
青年農業者等への給付金を交付することによ
り、農業者の経営を安定させ後継者の育成を図
る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

農業従事者の育成確保と地域の中心となる経営体
への支援を行い、将来の地域の農業の在り方を、地
域での話合いを通じて解決していくプラン作成に対
し支援した。

プラン作成地区数
平成24年度 ３地区
平成25年度 ８地区
平成26年度 １地区
平成27年度 ０地区

地域・集落が抱える「人・農地の問題」解決のた
め、集落や地域での話合いにより、「人・農地プラ
ン」を策定し、地域の中心となる経営体の確保や新
規就農者の就農後の定着を促進し、持続的で力強い
農業を推進するため、プラン策定及びプラン見直し
の支援を行う。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

魅力ある東部地域づく
り

奈良市東部地域は、人口減少と高齢化が顕著
に進んでいることから、農業の６次産業化・観
光資源の開発・生活基盤の拡充等により、東部
地域の振興を図る。

農林課

奈良ブランド推
進課
総合政策課

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

東部地域への交流人口・観光入込客数の増加を図
り、観光産業の活性化等、地域活性化効果を得るこ
とを目的として、東部地域の地理的特性を踏まえ
て、豊かな自然環境を活用した体験型観光の検討や
試行を実施した。

人口減少と高齢化が進む地域課題の解消に向け、
地域の主産業である農業に寄与するグリーンツーリ
ズム等、主体的・継続的に行う地域づくりに取り組
む者を積極的・多角的に支援するとともに、体験型
観光を推進し、地域と連携しながら誘客につなげる
ための下地づくりを行い、その成果を地域活性化に
つなげる。

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

課題及び今後の方針
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施策の展開方向⑤林業の振興 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 15,215 13,690 7,730 4,100 4,720

決算額 15,201 3,197 3,034 1,134 1,070

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

油谷 彰浩

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 12,775 12,596 23,284 25,659 35,244

決算額 11,630 13,972 26,129 20,307 26,375

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

油谷 彰浩

実施状況（平成23年度～平成27年度）

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

農林課

森林環境保全緊急間伐
事業

森林環境保全のため森林環境税を活用し、森
林内の緊急間伐整備の実施を委託する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

災害の防止、自然環境の保全、水源の涵養など多
くの恵みをもたらす森林の機能を維持保全するた
め、施業放置された森林の間伐事業を平成23年度は
28.65ha、平成24年度は31.04ha、平成25年度は
48.30ha、平成26年度は35.20ha、平成27年度は
63.00haを実施した。

奈良県森林環境税の適用期限が平成32年度まで延
長され、第２期の取組において、施業放置林整備事
業（森林環境保全緊急間伐事業）が拡充されてお
り、施業の遅れている森林整備を継続して実施する
とともに、近年被害が拡大しているナラ枯れ被害防
除事業を推進する。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

農林課

実施状況（平成23年度～平成27年度）

森林整備地域活動支援
事業

森林施業計画の認定森林について、放置等に
よる森林荒廃の防止を図るため、森林施業に不
可欠な森林の現況調査その他地域における活動
(森林経営計画の促進、間伐を集約して実施、作
業路網の改良）を確保するための支援を行う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

森林施業計画の認定森林において、平成23年度に
おいては2,943haの森林施業に必要な作業路網の改良
活動に対し支援を行った。平成24年度以降において
も引き続き作業路網の改良活動に対し支援を行うと
ともに、森林経営計画作成促進に対して、平成24年
度は54ha、平成25年度は41ha、平成26年度は21ha、
平成27年度は40haの支援を行い、森林作業の効率化
と施業放置林の荒廃防止に努めた。

森林資源が本格的な利用期を迎えるなか、森林経
営計画作成の支援を行い、適切な森林施業、面的な
まとまりを持った施業の構築を図り、集約化施業及
び作業路網の改良活動を計画的に実施する。



（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 1,934 1,934 3,100 3,400 3,400

決算額 1,587 1,702 2,859 3,097 2,589

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

油谷 彰浩

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000

決算額 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

油谷 彰浩

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

課題及び今後の方針

農林課

担当課事業名 事業目的及び事業概要
実施状況（平成23年度～平成27年度）

農林課

森林総合保育事業
間伐事業を行い、森林の環境保全及び林業労

働者の雇用の確保を図る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

ミニ作業道を開設することで山林作業の効率化を
図り、間伐促進により優良な木材の生産と、水源涵
養、保水機能等の森林の持つ多面的機能の向上と雇
用の確保に努めた。ミニ作業道は、平成23年度は350
ｍ、平成24年度から平成27年度は375ｍの開設を行っ
た。間伐事業は各年度とも75haの実施となった。

奈良市における人工林は約5,700haであり、多くは
間伐適齢期を迎える状況となっているため、年間
100haの間伐を目指す。今後も健全な森林育成を図る
ためミニ作業道の開設と間伐事業を実施する。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

民有林造林・県産材促
進事業

林業の振興及び林業就労の場の増大を図り、
森林組合の活性化を図る目的で、民有林造林事
業に対して奨励補助を行う。造林事業を行うこ
とで、水源涵養、環境の保全、地球温暖化防止
等森林の持つ多面的機能を発揮するとともに林
家の経済基盤の充実を図る。

また、森林を保全整備するため県産間伐材の
生産及び有効利用の促進を図るため、搬出間伐
に対して補助を行う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

民有造林事業として、主伐後に植林を行うととも
に、県産材生産促進事業として搬出間伐により木材
の有効利用と雇用・林業経営基盤の充実を図った。
民有林造林事業は、平成23年度５ha、平成24年度
3.07ha、平成25年度３ha、平成26年度4.22ha、平成
27年度4.95ha、県産材生産促進事業は平成23年度282
㎥、平成24年度381㎥、平成25年度714㎥、平成26年
度は740㎥、平成27年度は570㎥を実施した。

我が国の森林・林業を再生する指針である「森
林・林業再生プラン」で目指す木材自給率50％以上
を実現し、森林の多面的機能の確保を図りつつ、木
材の安定供給体制の確立と雇用の増大を通じた山村
の活性化を図るため継続して事業を行う。
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基本施策6-04 商工・サービス業

施策6-04-01 商工・サービス業の振興

施策の展開方向①商工業機能の充実 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 0 0 0 0

決算額 0 0 0 0 0

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

花村 淑子

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 4,000 4,000 3,200 3,600 3,000

決算額 3,493 3,866 2,618 3,282 2,773

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

花村 淑子

事業名 担当課
実施状況（平成23年度～平成27年度）

商業振興施設の新たな
活用の検討

奈良マーチャントシードセンター（奈良市商
業振興施設）が平成23年度をもって閉館となる
ことを受け、その後の施設の新たな運営手法
と、効果的な活用方法を検討する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

コミュニティビジネス支援事業の拠点として、平
成24年10月にリニューアルオープンした。

起業家支援施設としての館の役割に変更はない
が、平成25年度には、観光客等利用者の利便性を高
めるため、１階に授乳室を設置した。平成26年度に
は、起業支援マネージャーを配置し、施設入居者に
対し、総合的な経営支援を行った。平成27年度に
は、２階をプレスタートアップセンターに整備し、
各種セミナーや相談会等の事業を実施した。

起業家支援施設として、起業家が安心して経営で
きる環境を提供するとともに、個店の魅力アップ、
売上アップにつながるようセミナーや相談会の開催
等で起業家のステップアップを支援する。

近年、市の郊外を取り囲むように大型店が出
店したことにより、既存商店街での消費が大型
店へ流出している状況を防ぐとともに、商店街
をはじめとする「まちなか経済」の振興を図る
ため、誘客イベントを開催する。

本事業では、市民や観光客に対し商店街や市
内中心部の個店の魅力を広め、まちなかでの消
費を拡大することを目的に、本市の特産物等を
紹介する物産展の開催などの各種の誘客イベン
トを展開し、中心市街地の集客力の向上と歩い
て楽しめる商店街づくりを目指す。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

奈良まちなか市場として、平成23年度は18,397
人、平成24年度は16,658人、平成25年度は11,706
人、平成26年度は18,939人を動員した。平成27年度
は、10月31日、11月１日に「お酒・スイーツ・うつ
わ展」、12月に「商店街の逸品市」、３月に「SAKE
×HOME」のテーマで開催し19,284人を動員するな
ど、引き続き中心市街地への誘客を図った。

地域の商店街をはじめとする「まちなか経済」の
振興を図るとともに、地元の個店の魅力をＰＲする
物産展を開催する。

市民や観光客にとっての話題性を高め、より一層
の集客率向上を図るとともに、商店街をも含めた企
画運営により商店街の自助努力を促し、街の商い繁
盛につなげていく。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

商工労政課

商工労政課

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

事業目的及び事業概要

街の商い繁盛プロジェ
クト事業



（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 3,000 0 35,000 0 0

決算額 36,817 0 35,000 0 0

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

今中 正徳
花村 淑子

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 1,450,266 1,443,563 1,306,363 1,344,064 1,340,060

決算額 1,441,714 1,313,280 1,212,809 1,155,132 1,209,738

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

花村 淑子

観光戦略課
商工労政課

商工労政課

観光産業等支援事業の
検討

奈良市を訪れる観光客への消費拡大を促すた
めに、市の主要産業ともいえる観光産業を活性
化していくため、観光関連産業等を支援し、そ
の経済波及効果等により市の産業全体の支援事
業を検討する。

奈良市の観光産業や観光客の実態調査を行う
とともに、観光関連産業創業等の支援や観光客
の消費拡大対策などを検討していく。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

戦略的な観光プロモーションを実施していくため
に必要な情報や、進むべき目標設定及び観光政策の
企画・立案に資するデータを得るため、平成23年度
に観光客の旅行目的、消費額、満足度などを探る
「観光戦略基礎調査」を実施した。平成24年度は、
創業支援資金融資制度を新設し、観光分野を含めた
広い意味での創業支援に活用を図ってもらえる仕組
みを作り、平成25年度は、８件26,500千円の融資を
実行した。

奈良市の観光産業の実態を把握し、調査等で得ら
れたデータを基に、幅広い意見を取り入れながら観
光客の消費拡大策を図っていく。

事業名 事業目的及び事業概要

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）
担当課

中小企業資金融資制度

市内中小企業者等の金融の円滑化を図るた
め、その事業に必要な資金の融資あっせんを行
い、経営の近代化、合理化及び体質の安定強化
を図り、中小企業者等の成長発展及び振興に資
することを目的とする。

奈良市中小企業資金融資制度では、市の預託
金を預けることにより金利を引き下げ、信用保
証料の一部負担により中小企業者等の資金調達
の円滑化を図り、市内中小企業等の経営の安定
や成長を支援する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

各年度の総利用実績は、平成23年度1,919,800千円
（408件）、平成24年度1,795,220千円（394件）、平
成25年度2,008,450千円（429件）、平成26年度
2,129,390千円（452件）、平成27年度1,815,920千円
（386件）であり、中小企業の経営基盤の安定に貢献
した。

各年度、一定の利用実績はあるものの、利用実績
の向上を図るため、より利用しやすいかたちで制度
の運用を継続して行う。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

-245-



-246-

施策の展開方向②商工業者の経営の安定化 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 400 400 500 400 130

決算額 134 121 0 0 0

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

花村 淑子

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 12,700 14,700 15,800 14,600 14,100

決算額 12,700 14,700 15,800 14,600 14,100

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

花村 淑子

担当課事業名 事業目的及び事業概要
実施状況（平成23年度～平成27年度）

奈良商工会議所及び
月ヶ瀬・都の商工会
への助成事業

商工会議所や商工会は、商工会議所法及び商
工会法に基づき、地区内における商工業者の共
同社会を基盤とし、商工業の総合的な改善発達
を図り、兼ねて社会一般の福祉の増進に資する
ことを目的とした地域総合経済団体としての組
織である。

そのため、本市では、商工業の振興を図るこ
とを目的として奈良商工会議所や月ヶ瀬商工
会・都商工会に対して補助金を交付してい
る。

本助成事業では、奈良商工会議所や月ヶ瀬商
工会・都商工会における経営改善普及事業や
市の商工業の振興に効果のある事業に要する経
費に対して、50％以内で補助金を交付してい
る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

市内の中小の商工業者支援のために奈良商工会議
所や月ヶ瀬商工会、都商工会の経営改善普及事業
等に対して補助金を交付した。また、奈良商工会議
所青年部が行う事業に補助金を交付し、商工業の振
興に寄与した。

今後も市内の商工会議所や商工会と連携して本市
の産業発展を図る。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

商工労政課

実施状況（平成23年度～平成27年度）

課題及び今後の方針

ゴミのない商店街推進
事業

閉店後に排出される商店街のゴミを統一され
た容器の中に入れ、観光客の目に触れないよう
にし、世界遺産都市として恥ずかしくないゴミ
対策を行う。そのために主に以下の２点の施策
を行っている。

①統一されたゴミ容器を商店街が購入する経
費に対して、市は30％以内で補助金を交付。

②既存のゴミ容器がある場合は、所定のシー
ルを貼り付けていただき、容器を積極的に利用
してもらえるようにお願いしている。

なお、ゴミのない商店街推進事業は近鉄奈良
駅及びＪＲ奈良駅周辺の商店街から順次拡大し
ていく。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度は奈良もちいどのセンター街及び三条
通ショッピングモール、平成24年度は下御門商店街
及び三条通り橋本商親会でゴミのない商店街推進事
業を実施し、それぞれ23個、24個のゴミ容器購入経
費に対し一部助成した。平成25年度は東向北商店街
及び花芝商店街で、既存のゴミ容器に統一的なシー
ルを貼り、平成26年度、平成27年度においても、街
の美化・衛生面の向上を図るため、広報及び啓発に
努めた。

他の商店街でもゴミのない商店街推進事業を拡大
し、街の美化や衛生面の向上を推進していく。結
果、商店街への誘客効果を図り、観光客の回遊性も
高め、世界遺産都市に相応しいきれいな商店街にし
ていく。

商工労政課

課題及び今後の方針



施策の展開方向③産業の支援と地域経済の活性化 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 3,000 64,000 22,000 16,800 15,174

決算額 406 61,936 21,910 16,095 29,928

繰越額 0 0 0 15,800 0

課長名

花村 淑子

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 3,000 0 0 0 0

決算額 2,835 0 0 0 0

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

花村 淑子

商工労政課

担当課事業名 事業目的及び事業概要
実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

課題及び今後の方針

きらっ都・奈良においては、起業後の方だけでは
なく、起業に関心のある方に対して、堅実な起業へ
と繋げられる伴走型支援を実施し、起業への障壁を
軽減する。

また、起業希望者、起業準備者、起業家のそれぞ
れ段階に応じた支援事業を行うことで、スタート
アップからステップアップまでの幅広い起業家支援
を実施する。

企業誘致事業

地域産業の発展と雇用の創出を図るため、新
規優良企業の誘致を目的とする。

都地域での企業誘致に向け、企業意向調査
等を行ってきた。また、名阪小倉にある民間の
開発した区画への誘致を、奈良県と協力しなが
ら行うことにより、継続して企業誘致に努めて
いく。その他、小規模の未利用地を対象に企業
誘致適地の抽出を行い、近年の企業立地動向は
芳しくないことを踏まえ、初期投資やランニン
グコストの軽減等の先進事例を参考にしなが
ら、有効な支援策を検討する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度の調査で、都地域における大規模造
成を伴う企業誘致については現実的でないという調
査結果になった。

国際的な競争が激化する近年、大企業といえども
安泰な時代は終わった。そのため、大規模造成を伴
う企業誘致については現実的でないという状況は、
変わりない。

近年の企業立地動向は芳しくないものの、分譲を
目指す企業情報等があれば情報提供を行うなど今後
も奈良県と情報交換を密にし、企業誘致に努める。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

コミュニティビジネス
支援事業

奈良の地域特性を生かしたビジネスの創業支
援、特に若者による新規創業をメインに、広く
支援し、新たな雇用の創出を目的とする。

起業家の発掘と育成を行うもので、学生等と
起業家との交流会やインターンシップ等によ
り、起業に興味のある者の掘り起し、底上げを
行う。

また、奈良市の商業振興施設を起業家支援施
設に改装し、この施設を活用した起業家の育成
を行う。さらに、将来的にはここを卒業した起
業家が、市内の空き店舗に入居することによ
り、地域の活性化を図る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

きらっ都・奈良における起業家支援事業で、起業
風土の醸成に努めた。平成26年度には同施設を卒業
した起業家が市内の商店街に入居するなど、一定の
成果を得ている。平成27年度には国の交付金によ
り、市内で出店する起業家を支援するステップアッ
プ補助金を13件、9,931千円交付した。また、産業競
争力強化法に基づき「奈良市創業支援事業計画」を
定め、国の認定を受けたことにより、ワンストップ
相談連絡窓口を設置し、連携支援機関と一体となっ
た起業支援体制を整備した。

商工労政課

課題及び今後の方針

-247-



-248-

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 35,500 42,900 36,500 42,200 44,400

決算額 29,600 39,651 34,940 41,450 44,400

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

花村 淑子

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 4,320 4,320 4,320 4,320 4,320

決算額 4,320 3,600 4,320 4,280 4,200

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

花村 淑子

担当課

商工労政課

商工労政課

担当課

なら工藝館の活用

奈良の伝統工芸、伝統産業を継承・発展させ
るため、なら工藝館にて様々なイベントや教室
を開催、情報発信を行うことにより、作り手と
使い手・作り手同士の交流を図り、後継者の育
成と販路の拡大を目指す。

様々な工芸をテーマにした工芸教室を行い、
実際に制作を体験し工芸に親しむ機会を提供す
る。また、多くの人に奈良の工芸品の良さを
知ってもらうため、工芸フェスティバルを開催
する。奈良工芸後継者育成事業で行っている後
継者育成の活動について積極的にアピールす
る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

工芸品の展示や体験教室など、伝統工芸に触れる
機会を提供し、情報発信を行う中、入館者数は平成
23年度は46,516人、平成24年度は47,571人、平成25
年度は43,252人、平成26年度は48,269人、平成27年
度は46,305人であった。また、後継者育成実演を引
き続き開催し、伝統工芸の後継者育成に取り組むと
ともに、工芸フェスティバルを通じて、工芸家同士
の交流や、作家と使い手との交流を図るなど活性化
に取り組んだ。

入館者数を増加させるためのＰＲ等を継続して行
うとともに、販路拡大のための効果的な販売戦略等
を検討し、工芸品販売の強化策を展開していく。

事業名 事業目的及び事業概要

奈良工芸後継者育成事
業

奈良伝統工芸の技術・技法を受け継ぐ後継者
の減少と、現在の担い手の高齢化が進んでい
る。そのため、後継者育成の研修制度により、
継続した取組を行い、後継者の育成を行う。

赤膚焼・奈良漆器・一刀彫の各分野について
１名ずつ３年間、技術・技法を身に付けるため
に工房主のもとで研修を行う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成24年度９月に、平成21年度から研修を行って
いる第２期生(赤膚焼、奈良漆器、一刀彫各１名)が
修了し、新たに第３期生(奈良漆器２名）に対し研修
を実施し奨励金を交付した。平成25年度はさらに、
一刀彫の研修生１名を加え、平成26年度は前年度に
引き続き３名に対し研修を実施し、平成27年９月に
第３期生３名が修了した。平成27年10月から、新た
に第４期生（奈良漆器２名、奈良団扇１名）に対し
技術・技法を身に付けるための研修を実施し奨励金
を交付した。

平成27年９月で３期生が研修を修了し、平成27年
10月から４期生が新たに研修を開始した。研修生及
び研修修了者が後継者として活動していけるように
支援していく。

事業名 事業目的及び事業概要

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）



（単位：千円）

計画年度

H24～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 1,000 7,000 0 0

決算額 0 781 5,826 0 0

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

花村 淑子

施策の展開方向④人材の育成 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 50 50 50 50 50

決算額 0 14 9 71 61

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

花村 淑子

事業名 事業目的及び事業概要

中小企業人材育成助成
事業

中小企業が行う人材育成への支援を行うこと
により、その経営の合理化及び技術の向上を図
り、もって本市の商工業の振興に資するため、
中小企業人材育成補助金を交付する。

中小企業が人材育成をするために、独立行政
法人中小企業基盤整備機構が設置する中小企業
大学校関西校その他適当と認められる機関への
役員又は従業員の研修を目的とする派遣を行っ
た場合、受講に要する経費のうち、受講料・寮
費等に対し50％の補助金を交付する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度の申請はなかったが、平成24年度は１
件14千円、平成25年度は１件９千円、平成26年度２
件71千円、平成27年度２件61千円の補助金を交付
し、中小企業の人材育成に貢献することができた。

経営基盤の弱い中小企業者の経営の近代化及び合
理化並びに技術向上を図るため、その人材育成を補
助することは引き続き必要であると考えている。今
後もホームページ等を介して中小企業への情報提供
を行い、制度の有効活用を図っていく。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

担当課

商工労政課

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

お買い物支援サービス
サポート事業

郊外型店舗の進出や世帯の高齢化などによ
り、買い物が困難となっているいわゆる「買い
物弱者」の実態・原因を調査するために、65歳
以上の世帯を対象に、アンケート調査を実施す
る。

アンケート調査は、要望等も含め、集計・分
析を行い、その資料を参考にしながら、買い物
に対する負担を軽減するための施策を進める。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成24年度に実施したお買い物環境に関するアン
ケート調査の調査結果を踏まえ、平成25年度は奈良
市及びその周辺の買い物サービス事業を展開する事
業者の情報を冊子にまとめ、公共施設等に設置し
た。平成27年度には、冊子の情報を更新し、ホーム
ページ上で公開する等、引き続き、周知活動に努め
た。

平成25年度に作成した、買い物サービス事業を展
開する事業者情報冊子に対する反響を見つつ、国や
他市等の支援策を研究し、今後の施策を検討する。
また、ホームページ上の情報を適時更新する等、イ
ンターネットを活用した情報発信を実施する。

商工労政課

実施状況（平成23年度～平成27年度）
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基本施策6-05 勤労者対策（労働環境）

施策6-05-01 勤労者福祉の向上・就労機会の確保

施策の展開方向①勤労者福祉の向上 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 40,000 39,820 42,017 43,473 55,267

決算額 39,949 39,492 41,774 43,164 53,818

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

花村 淑子

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 35,000 40,200 41,700 39,600 38,100

決算額 33,641 37,163 40,376 39,413 37,551

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

花村 淑子

施設の管理と貸館事業を行った。教室について
は、フラダンスやアロマテラピー、話し方教室等、
年間を通じて多彩な教室を開催した。教室参加者数
は、平成27年度8,494人で、平成26年度8,797人から
微減した。平成25年度10,137人と比べると大きく減
少しているが、これは平成26年度から市の委託開催
を廃止し、自主開催の教室のみとなったことが大き
な要因である。また、平成27年度は、テニスコート
の全面改修とトレーニングルームの機器の増設を
行った。

担当課事業名 事業目的及び事業概要

担当課

商工労政課

商工労政課

中小企業勤労者福利厚
生事業補助

中小企業勤労者福利厚生事業への補助を通
じ、福利厚生の面で不利になりがちな中小企業
に対し共済事業を提供し、中小企業勤労者の福
利厚生の向上と、企業活動の活性化を図る。

共済事業としては、各種旅行・宿泊割引、レ
ジャー・文化施設・スポーツ施設等の利用助
成、健康管理事業、給付金の支給などがある。
奈良市総合財団は積極的な勧誘活動を行い、会
員の増にも取り組んでいる。市では、これらの
共済事業に対し補助を行う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

中小企業勤労者のための共済事業に対する補助金
を交付した。会員数は平成27年度3,897人で、平成26
年度3,823人から増加した。福利厚生事業としてのイ
ベント参加者数は1,489人で、平成26年度1,520人よ
り微減、補助制度利用についても、平成27年度
25,937人で、平成26年度27,679件より減少した。そ
の他給付事業、健康管理事業を行った。

会員数の増が一番の課題である。そのために共済
制度のより一層の周知により、入会によるメリット
を知ってもらうことと、魅力的な事業を展開するこ
とで、今後もより一層の会員数増を図る。

事業名 事業目的及び事業概要

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価 課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

施設利用者数は減少しており、貸室稼働率を分析
し、施設の活用方法について再検討する。教室開催
についても、参加者数が減少しており、市民のニー
ズを把握し、それに対応した教室を開催していく。

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

奈良市勤労者総合福祉
センターの活用

中小企業勤労者をはじめとする勤労者や市民
に対し、勤労者総合福祉センターで余暇を利用
して教養やスポーツを楽しむ機会を提供し、勤
労意欲の向上と健康の増進を図る。

センターの適切な運営を行うとともに、語学
講座やパソコン研修、各種教養講座の開催と、
テニスコート、体育館の貸出し、トレーニング
ルームの提供を行う。



施策の展開方向②就労機会の確保 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 14,795 14,642 12,361 12,430 12,430

決算額 14,621 14,518 12,361 12,430 12,430

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

花村 淑子

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 124 150 100 100 100

決算額 0 81 88 79 80

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

花村 淑子

実施状況（平成23年度～平成27年度）

商工労政課

商工労政課

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

若年層の未就労者や失業者の増加に対応する
ため、就業相談の実施等により就職の促進と職
場定着を図る。また、ハローワークや県と連携
し、雇用の拡大を目指す。

若年者就労マッチング事業や、若者就業相談
等を開催し、若者の就業促進を図る。雇用に対
する事業者への補助制度や、失業者への支援制
度について、ハローワークや県と連携し、広報
などの利用により周知を図る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成24年度から実施している若年者就労マッチン
グ事業「奈良市福祉職魅力発見バスツアー」を実施
し、参加者は平成24年度は７人、平成25年度は16
人、平成26年度は20名、平成27年度は16名が参加し
た。同事業を通じ、ハローワークとの連携強化が図
れている。また、平成26年度以降、県しごとｉセン
ターと連携し、年に２回「奈良市しごと無料相談
会」を実施しているが、相談のみでは直接就職に結
びつけにくいのが現状である。

若者の就業状況は依然厳しく、相談のみでは直接
就職に結びつけにくいのが現状である。現在の就業
状況を分析して、具体的に就労に結び付けられるよ
うな施策を検討する。ハローワークや県しごとｉセ
ンター、なら福祉・就労支援センターとの連携を図
る。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課
実施状況（平成23年度～平成27年度）

担当課

シルバー人材センターの運営に対し補助金を交付
した。平成27年度の会員数は1,588人であり、平成26
年度に実施した会費の増額改定もあり、減少傾向で
ある。平成27年度の受注件数は、5,414件で平成26年
度5,307件より増加した。これは、平成25年10月に開
始した「お手軽利用サービス」が定着してきたこと
と、景気回復傾向にあることで、受注件数が増加し
たと考えられる。就業率は60.7％で、平成26年度の
63.6％より下がった。

シルバー人材センターは高齢者の経験を生かした
就業の機会を提供するだけでなく、高齢者が地域と
関わりを持つための機会を提供している側面もあ
る。就業形態の多様化が進む中で、高齢者のライフ
スタイルの一つの選択肢としてシルバー人材セン
ターが認識されるように、引き続きセンターの広報
に努めるとともに、会員の就業率の向上に努めてい
く。

事業名 事業目的及び事業概要

シルバー人材センター
運営支援

シルバー人材センターの活動支援を通じて、
高年齢者に対し地域で就労機会を確保し、生き
がいと生活の安定の提供を図る。

シルバー人材センターの運営に対し補助を行
い、高齢者が持つ経験と能力を地域での就労に
つなげるよう支援する。

就労支援の促進
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基本施策6-06 消費生活

施策6-06-01 消費者保護の推進

施策の展開方向①消費生活相談の充実 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 12,843 14,292 12,192 14,919 13,598

決算額 11,842 13,822 12,510 14,555 12,977

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

花村 淑子

施策の展開方向②消費者意識の啓発 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 2,367 178 5,384 2,625 3,946

決算額 2,245 3,019 4,475 2,729 3,603

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

花村 淑子

商工労政課

担当課

商工労政課

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

担当課

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

事業名 事業目的及び事業概要

業務の性質上、被害発生後の対応となってしまう
ため、出前消費生活講座等の啓発事業の充実により
相談件数を抑えたい。また、相談内容が、一度で終
わるような簡単なものから、解決までに業者との交
渉を要する複雑なものに変化してきている。市民の
消費者被害を最小限に抑え、また被害を取り戻すた
めに、相談に迅速、的確に対処できる体制を整えて
いく。

事業名 事業目的及び事業概要

消費生活相談体制の充
実

複雑・巧妙・悪質化する消費者トラブルに対
し、専門の消費生活相談員による相談体制の充
実と、消費生活情報ネットワークシステムによ
る情報収集により、迅速・的確な対応を行う。

月曜日～金曜日の午前９時から午後４時ま
で、専門の消費生活相談員による電話相談及び
面談による相談を行う。消費生活に関わる心配
事やトラブルについて、相談や業者との間に
立ったあっせん、専門機関の案内などを行い、
解決を図る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度の開設時間の拡大、相談員の増員に加
え、平成24年度及び平成26年度に相談用電話回線を
増設したことにより、相談件数は、平成23年度1,668
件、平成24年度1,747件、平成25年度2,104件、平成
26年度2,227件、平成27年度2,066件となった。

消費者意識の啓発と健
全な消費生活の確保

消費者トラブルに巻き込まれないように、市
民の消費者問題に対する啓発活動を行い、消費
者被害の防止に努める。

出前消費生活講座等を開催したり、高齢者の
消費者被害の防止を目指し、福祉分野の関係者
との連携による啓発事業を行う。またパンフ
レットやチラシの配布、ホームページでの情報
提供の充実により、広く啓発を行う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

相談員による出前講座を、平成27年度は48回開催
し、2,076人が受講した。平成24年度以降、目標受講
者数400人を上回った状態で推移している。平成25年
度は奈良交通バスのラッピング広告のほか、ショッ
ピングセンターで啓発イベントを行った。平成26年
度はポスター・チラシを作成し、啓発物品等と併せ
て配布し、平成27年度は駅看板に広告を掲出し、広
報を行った。

高齢者の消費者被害が増えており、その被害を未
然に防ぐためには、高齢者だけではなく周りにいる
人々に対しての啓発が重要となる。福祉分野の関係
者に対する情報提供と、連携できる体制を作ってい
く。

また、インターネットや携帯電話の普及により子
ども達がトラブルに巻き込まれるケースが増加して
おり、子ども・若者向けの啓発にも取り組んでい
く。



施策の展開方向③適正な計量の実施の確保 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 317 450 320 173 336

決算額 214 150 199 130 197

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

花村 淑子

商工労政課

担当課

特定計量器の定期検査

適正な計量の実施を確保し、計量取引の安全
と秩序を維持するため、計量法に基づく定期検
査を実施する。

計量法に基づき、取引又は証明に使用する特
定計量器の定期検査を２年に１度実施する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成27年度は、旧奈良市地域の定期検査に当た
り、663台のはかりを検査した。予定していたはかり
については廃棄等の分を除き、検査することができ
た。各年度の定期検査実績は、平成23年度780台（旧
奈良市地域）、平成24年度225台（月ヶ瀬・都地
域）、平成25年度690台（旧奈良市地域）、平成26年
度241台（月ヶ瀬・都地域）である。

「取引又は証明に使用するはかりには定期検査が
必要」という認識がまだまだ浸透していない。事業
者に対しても、買う側である市民に対しても、検査
の必要性についてホームページやしみんだよりなど
で啓発を行っていく。

事業名 事業目的及び事業概要

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）
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